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[内容要旨] 
 

昭和 50 年代以降における経済基調の転換等から大都市圏以外の地域においては、地元労働力

に対する地域内での雇用機会が不足しており、また労働力の地域間流動性の低下により、雇用機

会の地域間の不均衡は拡大する傾向にある。このため、新たな地域雇用対策の展開が必要となっ

ている。このような観点から地域雇用対策のあり方に関する調査・研究に資するため、市・町・

村における雇用開発を中心とする地域雇用振興に関するニーズを把握することを目的として調査

を実施した。 

 

巨大都市圏以外にあって人口 5 万人以上（昭和 55 年）の都市を含む公共職業安定所の管轄区

域（220 地域）で①商業型、②工業型、③一次産品加工型、④観光型、⑤ベッドタウン型、⑥そ

の他の６つの類型化された地域について、市については各類型地域の中心都市（政令指定都市を

除く）、町及び村については各類型地域からそれぞれ 1 町 1 村ずつ（町については人口 5 千人未

満、村については 3 千人未満を除く）を選び、合計 510 市町村を調査対象とした。調査期間は昭
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和 61 年 3 月 20 日～昭和 61 年 4 月 10 日、調査方法は通信調査方式で実施した。回収数は 311

市町村で、回収率は 61.0％であった。 

 

1． 概況 

昭和 55 年～60 年における人口増減率は 0～5%未満の市町村の割合が 45.3％と最も高い。広

域的な労働市場圏において各市町村がどのような位置にあるかを見ると「都市周辺の農村地域

である」とするものが過半数を占める。 

就業機会の状況は、「不足している」が 82.0％である一方、「十分にある」は 18.0％である。 

 

2． 企業誘致について 

企業の誘致にあたっての問題点として、約半数の市町村が「十分な用地がない」としている

が、一方で地域の振興や雇用機会確保のためには産業の振興や企業誘致が必要とする回答が多

く、希望業種は「先端技術関連業種」が極めて高い。 

 

3． 地場産業の振興について 

地場産業振興策を積極的に実施又は具体的に検討している市町村は 69.1％を占めている。ま

た、国への施策の期待は「産業基盤整備又は助成」の割合が高い。 

 

4． 1.5 次産業の振興について 

1.5 次産業に関して振興策を積極的に実施又は検討している市町村は全体の 46.3％で、地域

類型別では観光型において割合が高い。 

 

5． 観光の振興について 

観光に関しての振興策を積極的に実施又は検討している市町村は 84.2％となっており、地域

類型別にみても、どの類型でも高い水準となっている。 

 

6． 工業の振興について 

既存工業の生産活動については、普通とする回答が 61.1％と高く、今後も拡大の可能性があ

るとする市町村が過半数で、振興の方向としては現在の工業を振興していくとの回答が多い。 

 

7． 商業、サービス業の振興について 

商業、サービス業に関連する市町村の位置づけは、市と町村で大きな相違があり市では「中

枢管理機能が発達した消費地域」、「商業、サービス業の特化地域」とするものがそれぞれ 31％

あり、一方町村では「農山村地域」とするものが 66.9％となっているが、商業の振興に取り組

んでいる業界団体があるとする割合は市町村の 82.0％を占め 

ている。 

 

8． エネルギー立地について 

エネルギー立地の具体的計画がある市町村は全体のおよそ 5%で、その雇用効果については
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「あまり期待できない」が過半を占めている。 

 

9． 労働行政への要望について 

地域雇用に関する国の施策の活用状況については、「勤労者福祉施設の設置」（48.6%）、

「職業訓練の実施」（30.2%）の割合が比較的高く、地域の雇用振興にあたっての労働行政へ

の要望は、「勤労者福祉施設の設置の拡大」（47.6%）、「総合的雇用情報提供機能の拡充強

化」（42.1%）、「市町村、産業界との連携強化」（40.2%）、「雇用促進融資制度の拡充強

化」（38.9%）が大きくなっている。 

 


